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定 期 建 物 賃 貸 借 契 約 書 （ 案 ）  

 

  貸付人文京区（以下「甲」という。）と借受人＿＿＿（以下「乙」という。）とは、以下の条項に

より、区有財産について借地借家法（平成３年法律第90号。以下「法」という。）第38条の規定に

基づく定期建物賃貸借契約（以下「本契約」という。）を締結する。 

 

 （貸付物件） 

第１条 甲は、次の物件（以下「本物件」という。）を乙に貸し付ける。 

物件の表示 

名称 所在地 構造 数量 貸付部分 

文京シビック

センター 

文京区春日一丁目16

番21号 

鉄骨造、鉄筋コンクリ

ート造、地下4階・地上

27階・塔屋3階 

226.20㎡ 

(80,489.99㎡の

一部) 

別紙平面図の

とおり 

（用途の指定） 

第２条 乙は、本物件を乙が経営する喫茶店運営の目的で自ら使用し、これ以外の用途に使用し

てはならない。 

２ 乙は、本物件を前項に規定する用途に供するに当たり、別紙仕様書に記載された事項を遵守

しなければならない。 

 （貸付期間） 

第３条 本契約の期間(以下「貸付期間」という。)は、令和６年10月１日から令和11年９月30日

までとし、貸付期間の満了をもって本契約は終了する。ただし、乙が営業開始前に行う本物件

への造作の取付け、内装工事等及び第16条に規定する原状回復工事に要する期間を含むものと

する。 

 （契約更新等）  

第４条 本契約は、法第38条の規定に基づき、法第26条、第28条及び第29条第１項並びに民法（明

治29年法律第89号）第604条の規定は適用されず、契約更新に係る権利は一切発生しないものと

する。 

２ 貸付期間満了時においては、本契約の更新及び貸付期間の延長は行われないものとする。 

３ 甲は、貸付期間満了の１年前から６月前までの間に、乙に対し貸付期間の満了により本物件

の賃貸借が終了する旨の通知をしなければならない。 

 （貸付料） 

第５条 本物件の貸付料（以下「貸付料」という。）は、月額＿＿＿円とする。ただし、乙は、別

に消費税を支払わなければならない。 

２ 貸付料は、３月ごとの前納とし、乙は甲の発行する納入通知書によりその指定する納付期日

までに、指定する場所において納付しなければならない。 

３ １月未満の貸付期間に係る貸付料は、貸付料月額を当該月の日数で除した額に当該月の貸付

日数を乗じて算出した金額とする。ただし、１円未満は切り捨てるものとする。 

４ 貸付期間において、甲が行うシビックセンター改修工事等により乙が本物件を使用できない

期間が生じたときは、甲は乙に対し当該期間に係る貸付料の請求を行わない。 

（延滞金） 

第６条 乙は、甲の定める納付期日までに貸付料を支払わないときは、その翌日から支払の日ま
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での日数に応じ、延滞金として、貸付料の金額に年14.6パーセントの割合（当該期間の属する

各年の延滞金特例基準割合（租税特別措置法（昭和32年法律第26号）第93条第２項に規定する

平均貸付割合に年１パーセントの割合を加算した割合をいう。以下同じ。）が年7.3パーセント

の割合に満たない場合には、その年中においては、その年における延滞金特例基準割合に年7.3

パーセントの割合を加算した割合とする。）を乗じて得た金額（100円未満を切り捨てる。）を、

貸付料に加算して甲に支払わなければならない。この場合において、年当たりの割合は、閏（じ

ゅん）年の日を含む期間についても、365日当たりの割合とする。 

 （敷金） 

第７条 乙は、貸付料の２月分を敷金として支払わなければならない。 

２ 乙は、本物件を明け渡すまでの間、敷金をもって貸付料、光熱水費その他の債務と相殺する

ことはできない。 

３ 甲は、本契約が終了し、本物件の引渡しを受けた後に敷金の全額を無利息で乙に返還する。

ただし、貸付料の滞納、第16条に規定する原状回復に要する費用の未払いその他の本契約から

生じる乙の債務の不履行が存在するときには、当該債務の額を控除した額を返還する。 

４ 甲は、前項ただし書の場合においては、敷金から差し引く債務の額の内訳を乙に明示する。 

５ 乙は、敷金返還請求権を第三者に譲渡し、又は担保の目的に供してはならない。 

 （費用負担） 

第８条 乙は、本物件に附帯する光熱水費及び生ごみ処理費を負担しなければならない。 

２ 甲は、中央監視室に連動された子メーターに表示される本物件に係る電気使用量、上・下水

道使用量及び給湯に要したガス使用量に応じた実費額を算出するとともに、使用した月の翌月

末日までに乙に納入通知書を発行する。 

３ 乙は、前項の納入通知書により、甲の定める納付期日までに支払わなければならない。 

４ 第６条の規定は、乙が前項の支払を行わない場合について準用する。 

 （本物件の保全及び改良等） 

第９条 乙は、善良な管理者としての注意をもって本物件の維持保全及び安全管理に努めなけれ

ばならない。 

２ 乙は、本物件の維持保全又は安全管理の瑕疵
か し

によって、第三者に損害を発生させたときには、

その賠償の責めを負うものとし、甲が乙に代わって賠償の責めを果たしたときには、甲は乙に

求償することができる。 

３ 本物件の維持保全及び安全管理のために支出する費用は、全て乙の負担とする。 

４ 乙は、本物件への造作の取付け、内装工事等を行うときは、あらかじめ書面をもって甲に協

議し、甲の承認があったときは、乙が費用を負担して行わなければならない。 

５ 甲は、本物件の大規模な改修が必要であると認めたときは、あらかじめ書面をもって乙に通

知し、甲が費用を負担して行うものとする。この場合において、乙は甲に協力しなければなら

ない。 

６ 乙は、乙の負担をもって支出した必要費、有益費その他の費用について、甲に請求すること

ができない。 

（契約不適合責任） 

第１０条 乙は、本物件が本契約の内容に適合しないものであるときは、甲に対して相当の期間

を定めて修補その他の履行の追完を請求し、又は履行の追完に代え、若しくは履行の追完とと

もに損害の賠償を請求することができる。 
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 （転貸及び権利譲渡の禁止） 

第１１条 乙は、本物件を転貸し、又は本物件の賃借権を譲渡してはならない。ただし、甲の承

諾を得た場合は、この限りでない。 

 （契約の解除） 

第１２条 甲は、乙が本契約に定める義務に違反したときは、本契約を解除することができる。 

２ 甲は、本物件を国、地方公共団体その他公共団体において公用又は公共用に供するため必要

が生じたときは、地方自治法（昭和22年法律第67号）第238条の４第５項の規定に基づき、本契

約を解除することができる。 

３ 甲は、乙が次の各号のいずれかに該当する場合は、乙に対し催告その他の手続を経ることな

く、直ちに本契約を解除することができる。 

 ⑴ 銀行取引停止処分又は国税等滞納処分があったとき。 

 ⑵ 特別清算、再生手続、更生手続又は破産手続開始の決定があったとき。 

 ⑶ 主務官庁から営業禁止又は営業停止処分を受けたとき。 

 ⑷ 事実上営業を停止したとき。 

 ⑸ その他前各号に準ずる事由により、甲が本契約を継続し難いと認めたとき。 

４ 乙は、乙の都合により本契約を解除するときは、甲に対して６月前までに書面をもって申し

出なければならない。この場合において、乙は、これにより生じた甲の損失を補償しなければ

ならない。 

（反社会的勢力の排除） 

第１３条 甲は、乙が次の各号のいずれかに該当する場合は、乙に対し催告その他の手続を経る

ことなく、直ちに本契約を解除することができる。 

⑴ 法人の役員又は使用人が、暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法

律第77号。以下「暴対法」という。）第２条第６号の暴力団員（暴力団員でなくなった日から

５年を経過しない者を含む。以下「暴力団員」という。）であるとき又は暴力団員が経営に実

質的に関与していると認められるとき。 

⑵ 法人の役員又は使用人が、業務に関し、不正に財産上の利益を図るため又は第三者に損害

を加えるために暴対法第２条第２号の暴力団（以下「暴力団」という。）又は暴力団員を利用

したと認められるとき。 

⑶ 法人の役員又は使用人が、暴力団又は暴力団員に対して、直接若しくは間接的に金銭、物

品その他の財産上の利益を与え、便宜を供与し、又は暴力団の維持若しくは運営に協力した

と認められるとき。 

⑷ 法人の役員又は使用人が、暴力団又は暴力団員と社会的に非難される関係を有していると

認められるとき。 

⑸ 法人の役員又は使用人が下請契約、資材及び原材料の購入契約等に当たり、当該契約の相

手方が前各号のいずれかに該当する者であることを知りながら、当該契約をしたと認められ

るとき。 

２ 乙が前項各号のいずれかに該当したときは、甲が契約を解除するか否かにかかわらず、乙は、

貸付期間中の貸付料合計額の10分の１に相当する額を違約金として甲の指定する期間内に支払

わなければならない。 

３ 甲及び乙は、警察と連携し、本契約に不当介入（事実関係及び社会通念等に照らして合理的

理由が認められない違法又は不当な要求、妨害その他契約内容の適正な履行を妨げる一切の違
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法又は不当な行為をいう。以下同じ。）をしようとする暴力団、暴力団員又は暴力団若しくは暴

力団員と密接な関係を有する者（以下「暴力団等」という。）を排除するために必要な情報交換

又は捜査協力等を行うものとする。 

４ 乙は、本契約の履行に当たり、次に掲げる事項を遵守しなければならない。 

⑴ 本契約に関して、暴力団等から不当介入を受けた場合は、毅然として拒否し、速やかに甲

に報告するとともに、警察に届け出ること。 

⑵ 下請負人又は再受託者がある場合において、不当介入を受けたときは、毅然として拒否し、

乙に速やかに報告するとともに警察に届け出るよう当該下請負人又は再受託者を指導するこ

と。 

 （実地調査等） 

第１４条 甲は、次の各号のいずれかに該当する事由が生じたときは、乙に対し実地に調査し、

又は参考となるべき資料の提出を求めることができる。この場合において、乙は、調査等を拒

み、妨げ、又は怠ってはならない。 

 ⑴ 貸付料の納入がないとき。 

 ⑵ 第９条第４項に規定する承認又は第11条に規定する承諾を受けなかったとき。 

 ⑶ その他本契約に定める義務に違反したとき。 

 （損害賠償） 

第１５条 乙は、その責めに帰する事由により本物件の全部若しくは一部を滅失し、又は毀損し

た場合は、滅失又は毀損による損害を甲に賠償しなければならない。ただし、第９条第４項の

規定を準用し当該物件を原状に回復した場合は、この限りでない。   

２ 甲が第12条第１項の規定によりこの契約を解除したときは、乙は、解除の日から本物件明渡

しまでの期間の日数に応じて、損害賠償として、貸付料相当額に政府契約の支払遅延防止等に

関する法律（昭和24年法律第256号）第８条第１項に規定する政府契約の支払遅延に対する遅延

利息の率を乗じて得た金額を、貸付料に加算して甲に支払わなければならない。この場合にお

いて、年当たりの割合は、閏年の日を含む期間についても、365日当たりの割合とする。 

３ 前２項に掲げる場合のほか、乙は、本契約に定める義務を履行しないため甲に損害を与えた

ときは、その損害を賠償しなければならない。 

（原状回復等） 

第１６条 乙は、貸付期間が満了したとき又は第12条の規定により本契約が解除されたときは、

本物件を原状に回復して甲の指定する期日までに返還しなければならない。ただし、甲が指示

したとき又は次項が適用されるものについては、この限りでない。 

２ 前項の場合において、乙は、第９条第４項の規定により取り付けた造作のうち甲が適当と認

めたものを甲に無償譲渡するものとする。 

３ 法第33条の規定は、本契約に適用しない。 

 （立退料等の請求禁止） 

第１７条 乙は、本契約が終了したときには、甲に対して移転料、立退料、損害賠償その他何ら

の名目のいかんを問わず、一切の金銭請求をすることはできない。 

 （通知義務） 

第１８条 乙は、次の各号のいずれかに該当する場合は、直ちに書面により甲に報告し、甲の指

示を受けなければならない。 

 ⑴ 本物件が毀損したとき 
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 ⑵ 氏名若しくは名称、代表者又は主たる事務所の所在地に変更があったとき。 

 ⑶ 合併し、解散し、又は営業を停止し、廃止し、若しくは譲渡したとき。 

 ⑷ 強制執行、仮差押、仮処分又は競売の申立てを受けたとき。 

 ⑸ 特別清算、再生手続、更生手続又は破産手続開始の申立てがあったとき。 

⑹ 本物件を管理する責任者（支店長その他名称のいかんにかかわらず法律上又は事実上本物

件を使用し、又は管理する責任者をいう。）に変更があるとき。 

⑺ 消防法（昭和23年法律第186号）に基づく防火管理者及び防災管理者の指定又は変更をした

とき。 

 （事故責任） 

第１９条 乙は、貸付期間中において発生した食中毒等の事故については、乙の責任において処

理するものとする。 

 （契約の費用） 

第２０条 本契約の締結に要する費用は、乙の負担とする。 

 （管轄裁判所） 

第２１条 本契約から生じる一切の法律関係に基づく訴えについては、東京地方裁判所を管轄裁

判所とする。 

 （疑義等の決定） 

第２２条 本契約の各条項の解釈について疑義を生じたとき又は本契約に定めのない事項につい

ては、甲乙協議の上定める。 

 

 

 甲及び乙は、本契約の締結を証するため、本書を２通作成し、それぞれ記名押印の上、各自１

通ずつ保有する。  

 

 

令和  年  月  日 

 

 

東京都文京区春日一丁目16番21号 

甲  文京区 

代表者 文京区長 成澤 廣修 

 

乙   

  


